
 

 

災害時緊急水上輸送システムの技術開発  

その２：関東圏河川利用大災害時被災者輸送需要の推計 

 

物流研究センター ＊勝原光治郎、間島隆博   
（株）ライテック 坂本 隆   

 
１．はじめに 

 関東圏を例にして大災害時に「災害時緊急水上

輸送システム」（水上輸送システムと略称する）

を活用する上で被災者輸送需要がどの程度見込め

るかを推定するのが本稿の目的である。そのため

に、まず、阪神淡路大震災における被災者輸送の

知見をまとめ、この水上輸送システムの活用方法

を想定する。その検討の結果、災害発生後３,４日

後から数ヶ月後までの間「水上輸送システム」が

活用でき、その対象は主に通勤通学であること

が分った。そこで、平常時の通勤通学の交通量

を算出し、災害時のシナリオを設定して被災者

輸送人数をリバーステーション間のＯＤ表（発

地着地間移動人数表）の形式で求めた。  
 なお、被災者輸送に利用される船舶は、水上

バスや屋形船などである。  
 

２．水上輸送システムの活用状況の推定 
 阪神・淡路大震災における交通状況から水上輸

送システムが活用される状況を推定する。 
２．１ 阪神・淡路大震災における交通状況 

阪神淡路大震災における交通障害1）は、主に鉄

軌道系交通施設の被害が大きかった。橋梁部の被

害が多く、そのような区間については復旧までに

数ヶ月を要した。駅部に大きな被害を受けた場所

についても、復旧までに数ヶ月～１年を要してお

り、そのため、被災駅の通過や仮駅による暫定営

業といった処置が行われた。 
代替輸送に関して、バスと海上輸送が活躍した

1）。代替バスの運行は、被災後約１週間後から始

まり、利用者数がピークとなった時期（３月）に

は、通常時の鉄道輸送量の３割程度を代替してい

た。図１に代替バスの利用者数の推移を示す。鉄

道不通区間が解消される６月下旬まで、代替バス

の運行が行われていた。代替バスの運行区間は、

鉄道路線の開通状況に合わせて、頻繁に変更が行

われた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 代替バスの利用者数推移1）

被災後数日で、鉄道のみを利用した阪神間の迂

回ルート（三田駅経由）が開通したが、乗換駅と

なる三田駅や谷上駅で混雑が発生した。 
臨時航路の開設は震災後数日で行われ、１月下

旬には輸送量がピークとなっている。陸上交通機

関を利用した経路が確立した（一部、バス代替区

間が残る）時点で、水上輸送は概ね終了している

（図２）。 
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図２ 臨時海上航路の利用者数推移2）

被災後の道路交通量は、震災後１か月で震災前

の７割程度の水準まで回復している3）。震災後３
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日以内に５割以上の人が、また２週間程度で９割

以上の人が通勤を再開している4）。震災前に鉄道

を利用して通勤していた人の３割程度が、震災後

自動車利用に転換している。震災後３日間のマイ

カー利用者のうち、避難目的は８％、通勤目的は

１５％程度であった。 

 
図３ 水上バス 

被災地からの人口流出は３～４％であった。ま

た、避難所への避難者数は、被災１週後あたりが

ピークとなった。神戸市の場合、全人口の約 15％

が避難所へ避難していた。 

２．２ 被災シナリオと水上輸送システムの役割 

関東圏で大震災が起きたときに陸上交通機関の

被害状況（被災シナリオ）を次のように想定した。 
鉄軌道系交通機関では、被災後一週間から数週

間が経過した時点における都心部の鉄道は一部区

間の不通、損傷により利用できない駅が残り、全

面復旧には数ヶ月を要する。しかし、高密度な都

心部の鉄道ネットワークは高い冗長性を持ってお

り、上述する被害区間（箇所）を迂回する代替経

路が存在する可能性が高い。運転を再開している

路線（区間）においては、運転本数の減少、徐行

運転等が行われるために、輸送力やスピードなど

が、通常時よりも大幅に低下する。 
道路系交通機関では、被災後、一週間から数週

間が経過した時点における都心部の道路は、一部

区間の不通、損傷により利用できない区間・車線

が未だ残る。復旧工事用車両などを優先するため、

一般自家用車の乗り入れは制限される。鉄道不通

区間を連絡する代替バスの運行が実施される。た

だし、専用レーンが設置され、各地から応援の車

両，人員が到着することにより、効率的な運用が

行えるようになるまでには、１～数週間が必要と

なる。 
その中で、水上輸送システムに期待される役割

は、①鉄道不通区間を連絡する役割、②鉄道の不

足する輸送力を補完する役割、③道路の通行車両

規制に対応した代替交通手段④陸上交通機関によ

る代替交通手段（代替バス、迂回鉄道ルート）の

体制が整うまでの繋ぎ的な役割などがある。 
こうした役割を、被災時に発生する主な目的別

交通流動に対して推定する。目的別交通流動は次

の３種類が想定される。 

①被災直後の帰宅流動 
発生は被災直後の短時間に集中する。流動方

向は都心部から郊外部の片方向に片寄る。東京

都が推計した帰宅困難者は約 371 万人である

5）。被災直後の水上輸送システムの運航は不可

能ではないが相応の事前の対策と幸運が必要

である。 
②徐々に回復する日常流動（通勤流動など） 

通常時の流動パターンと同じだが、量的には

通常時よりも少ない。水上輸送システムは陸上

交通機関（主として鉄道）の代替となる。 
③避難先への流動 

被災直後～１週間に発生。流動方向や量の予

測が困難。徒歩、自家用車による移動が中心に

なる。水上輸送システムは陸上交通機関の復旧

が進んでいない被災初期の段階における代替

交通機関となる。 

本調査では②徐々に回復する日常流動および、

③避難先への流動を採り上げる。 
 

３．災害時徐々に回復する日常交通量の推定 
災害時徐々に回復する日常交通量には、通勤・

通学・買い物などがあり、大都市交通センサス6）

の鉄道定期券利用者データおよびパーソントリ

ップ調査データを用いて平常時交通量をまず求

め、これに被災シナリオの条件の下での推定値に

変換して、災害時における徐々に回復する日常交

通量を求める。 
３．１ 平常時通勤通学交通量の推定 
３．１．１ ＯＤ抽出 
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表１ ２４乗船場（RS） 

荒川水系 隅田川水系 小名木川水系

小松川 日の出 高橋

平井水上 新川 扇橋閘門

堀切 浜町 ｽﾎﾟｰﾂ会館前

新田 両国 番所橋

岩淵 吾妻橋

川口 墨田区庁舎前

戸田 桜橋 （晴海運河）

秋ヶ瀬 千住 越中島

東尾久

荒川遊園

神谷  

着ゾーン発ゾーン

鉄道
駅 駅

発ゾーン 着ゾーン

水上輸送システム

乗 船
場駅

下 船
場駅

発ゾーン 着ゾーン
駅 駅鉄道

水上輸送システム

乗 船
場駅

下 船
場駅

発ゾーン
駅 鉄道 駅

乗 船
場駅

水上輸送システム

下 船
場駅

着ゾーン

駅 駅鉄道

【通常時の経路】

①　通常時の経路の全部が水上輸送システムに転換

発ゾーン 着ゾーン

鉄道
駅 駅

（パターン１）

（パターン２）

（パターン３）

発ゾーン

②　通常時の経路の一部（端部）が水上輸送システムに転換

③　通常時の経路の一部（中間）が水上輸送システムに転換

着ゾーン

水上輸送システム

乗 船
場駅

下 船
場駅

発ゾーン 着ゾーン
駅 駅鉄道

水上輸送システム

乗 船
場駅

下 船
場駅

【通常時の経路】

①　通常時の経路の全部が水上輸送システムに転換

②　通常時の経路の一部（端部）が水上輸送システムに転換

③　通常時の経路の一部（中間）が水上輸送システムに転換

（パターン１）

（パターン２）

（パターン３）
着ゾーン

発ゾーン
駅 鉄道 駅

乗 船
場駅

水上輸送システム

駅 駅鉄道

下 船
場駅

図４ 水上輸送システム利用可能なＯＤパターン 

水上輸送システムを利用可能な人流の発地と着

地（ＯＤ）を求める。通常の陸上交通機関から水

上輸送システムへと転換するパターンとしては、

図４の３通りが考えられる。ここで発ゾーンから

乗船場または駅へは 2,000ｍ（小名木川域ではＲ

Ｓ間距離が短いので 1200ｍ）の範囲とした。 
 乗船場（リバーステーション）は表１に示す２

４ヶ所である。乗船場と乗り継ぎ可能な鉄道駅は

表２に示すように 31 ヶ所あり、うち乗船場と

の距離が 1,000ｍ以内は 20 ヶ所、乗船場は 13

ヶ所で隅田川系が多い。 

３．１．２ ＯＤ別利用可能者数 

表２ 乗船場と乗り継ぎ可能な鉄道駅 
 乗船場 乗船場 乗船場

小松川 （東大島） 日の出※ 日の出 浜松町 高橋※ 森下
1200 200 700 500

平井水上Ｓ （平井） 新川※ 八丁堀 扇橋閘門 （錦糸町）
1100 700 1700

堀切※ 堀切菖蒲園※ 堀切 浜町※ 浜町 人形町 スポーツ会館前 （錦糸町）
700 1000 100 600 1700

新田 （王子神谷） 両国※ 両国 番所橋※ 東大島
1600 400 300

岩淵※ 赤羽岩淵※ 吾妻橋※ 浅草 越中島※ 月島 門前仲町
800 200～400 600 700

川口 （川口元郷） 墨田区庁舎前※ 本所吾妻橋 業平橋 越中島
1200 500 800 300

戸田 （戸田公園） 桜橋 （曳舟）
2500 1200

秋ヶ瀬桟橋 （西浦和） 千住※ 京成関屋 牛田
2300 500 600

東尾久 （町屋）
1600

荒川遊園 （尾久）
1100

神谷※ 王子神谷
600

乗り継ぎ駅
（距離ｍ）

乗り継ぎ駅
（距離ｍ）

乗り継ぎ駅
（距離ｍ）

 
注）表中の数字は乗船場から駅までの距離（ｍ） 

  カッコの付いた駅名は、最寄り駅であるが距離が 1000ｍ以上のもの 

  大都市交通センサスの調査時点である平成 12年 10月現在に開業していた駅の

み対象 

 大都市交通センサス調査6）の鉄道定期券利用

者ベースのＯＤ別利用可能者を集計すると、

415,516 人となった。次に、同じく大都市交通セ

ンサス調査のパーソントリップ（PT）データから

ＯＤ別利用可能者数（鉄道利用、通勤・通学目的）

を抽出すると 315,927 人となった。定期券保有者

は必ずしも実際に鉄道を利用してはいないと考え

られるので、人数はPTデータを採用して、鉄道定

期利用者データのＯＤ別に変換率を乗じて総数を

315,927 人にし、鉄道定

期利用者データの鉄道

利用経路情報を利用す

ることとした。図５に

鉄道からの水上輸送シ

ステム利用可能者数を

示す。パターン１は

31％、パターン２は

63％、パターン３は

6％、合計 315,927 人と

なった。 

 さらに、鉄道以外に

バス・自動車からの利

用者を PT データから抽

出した。表３のように、

合計約 36 万人となっ  
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図５ 鉄道からのパターン別水上輸送シ

ステム利用可能者数 

表３ パターン別交通機関別転換可能利用者数 

乗車側 降車側

鉄道 97,002 129,584 71,216 18,125 315,927

バス 11,639 - - - 11,639

自動車 20,550 12,905 - - 33,455

合計 129,191 142,489 71,216 18,125 361,021

合計
パターン２

パターン１ パターン３

 

 
ＲＳ別利用人員（乗船、鉄道＋バス＋自動車転換分）
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図６ ＲＳ別利用可能者数（乗船側） 

 
ＲＳ別利用人員（下船、鉄道＋バス＋自動車転換分）
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図７ ＲＳ別利用可能者数（乗船側） 

 ＲＳ別利用人員（乗船、鉄道転換分）
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図８ 乗継ぎの有無別利用可能者数（乗船側）

 ＲＳ別利用人員（下船、鉄道転換分）
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図９ 乗継ぎの有無別利用可能者数（下船側）

 

た。その約９割が鉄道である。この結果を乗船場

（RS）別、乗船・下船別に見ると、まず図６のよ

うに乗船側は越中島の利用者が 5 万人を越え最も

多い。次いで両国、など 7 箇所の RS で 2 万人を越

えている。下船側では図７のように日の出、浜町、

両国の３箇所が７万人前後の利用者数となってお

り、他のＲＳと比較して突出している。さらに、

鉄道からの（への）乗り継ぎ利用の有無別に集計

した（図８、９）。乗船側では、越中島、両国など

都心側のＲＳで鉄道からの乗り継ぎ利用者が多い

のに対して、平井水上や小松川などではＲＳへの

直接アクセス利用が多い。下船側は、乗船側に比

較して鉄道への乗り継ぎ利用者は多

くなく、下船側の利用者数が多い、日

の出、浜町、両国についても利用者の

大部分が直接アクセス利用となって

いる。 

ＲＳ間ＯＤをみると、隅田川南部の

各ＲＳ（両国，浜町，越中島）と日の

出ＲＳ相互、および荒川水系（平井水

上、小松川）と両国、浜町ＲＳ相互な

どで水上輸送システムへの転換可能
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利用者数が多い。 

表４ 水上輸送システム利用者数の推定 

通常時 ２倍 ３倍 RS間移動人員

通常時（人） 36,167 77,227 142,092 361,021

通常の70％（人） 25,304 54,047 99,454 252,715

通常の５４％（人） 19,495 41,720 76,811 194,951

水上輸送システム
の選択率（％）

10.0 21.4 39.4

鉄道所要時間

通勤・
通学
流動量

 

 これらの利用可能ＯＤのパターンをからみて、

水上輸送システムが最も有効に活用されるのは、

郊外部よりも都心部の交通施設の被害

が大きいケースの場合となる。 
３．２ 災害時交通量（徐々に回復する

日常流動） 
 被災時においては、通常時よりも交通

量が減少すると考えられる。阪神・淡路

大震災時においては、被災３日以内に通

勤を行った人が 54％程度、震災後１ヶ月

を経過した時点にける被災地域内の発

生交通量が、震災前の７割程度であった

との報告がある。 

 被災により、鉄道サービス水準は通常時よりも

低下すると考えられる。阪神・淡路大震災時では、

震災後１ヶ月を経過した時点においても不通区間

が存在し、それを代替バスにより連絡していたた

め、通常時の２～３倍の所要時間が阪神間でかか

っていた。 
 一方、水上輸送システムの平均速度を 7.4 ノッ

トと仮定し RS 間の所要時間を算定し、RS と鉄道

駅間の乗り継ぎ時間および上下船時間（１０分）

を考慮に入れ、鉄道利用との便益の比較において

水上輸送システムが選択される選択確率を、運輸

政策審議会１８号答申で用いられた鉄道経路選択

ロジットモデルから求めた。 

番目の特性の経路

パラメータ

を利用したときの効用経路

の選択確率経路
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水上輸送システム選択率は、鉄道サービス水準

（所要時間）の変化により大きく変動し、通常時

の平均選択率が約 10％であるのに対して、２倍時

で約 20％、３倍時には約 40％となった。 

阪神・淡路大震災時の状況を参考にし、標準ケ

ースとして、鉄道時間２倍かつ交通量比率 70％ケ

ースの場合における、水上輸送システム利用者数

は約 54 千人／日（通勤・通学目的）と推計する（表

４）。このときのＲＳ間のＯＤ表は表５の通りであ

る。 

ＲＳ間利用者数をみると、「越中島→浜町」6214

人、「浜町→日の出」5025 人が特に利用者の多い

ＯＤとなっている。また、両国、浜町、日の出を

着地とするＯＤに、利用者数が 1000 人を超すもの

が多い。荒川水系では、「堀切→平井」の 859 人が

最大となっている。 

 

４．避難交通量の推定 
避難先への流動（避難流動）は被災直後から１週

間に発生すると考えられる。これは避難先によっ

て①最寄避難所、②知人宅等避難所以外、③首都

圏から脱出の３つに分けられる。①最寄避難所へ

は自宅から徒歩移動圏と考えられ、水上輸送シス

テムが関与する余地は少ない。 

ここで、避難所以外への避難者の夜間人口8）に

対する比率として、阪神・淡路大震災時における

圏域外への転居比率なみの３％を想定する。 

 また、避難所以外への避難流動における水上輸

送システム利用率を、通勤通学における水上輸送

システム利用率とほぼ同じと仮定し、これを求め

ると 11％であった。 

特性変数 単位 パラメータ

鉄道乗車時間 分 -0.0943

乗り換え時間 分 -0.112  

 隅田川・荒川水域における夜間人口は約４４８

万人なので、避難所以外への避難者は約１３万人、

 

□
 



 

表５ 水上輸送システムの利用需要標準ＯＤ表 

ＲＳ間利用者数（×0.7、鉄道時間２倍）

秋ヶ
瀬

桟橋
戸田 川口 岩淵 新田 堀切

平井
水上
Ｓ

小松
川 神谷

荒川
遊園

東尾
久 千住 桜橋

墨田
区庁
舎前

吾妻
橋 両国 浜町 新川

日の出
番所
橋

ス
ポー
ツ

会館
前

扇橋
閘門 高橋

越中
島 合計

秋ヶ瀬桟橋　　 0 3 1 14 0 0 0 0 9 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2

戸田　　　 0 0 29 11 0 0 1 0 52 1 0 1 0 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 9

川口　　　 0 93 0 0 0 4 3 4 167 12 4 1 5 3 4 25 6 0 95 0 0 0 0 2 42

岩淵　　　 0 4 0 0 1 4 5 1 164 144 7 29 3 3 3 19 33 4 12 0 0 0 0 3 43

新田　　　 0 0 98 0 0 0 0 0 0 4 0 37 0 3 5 15 31 2 6 0 0 0 0 0 201

堀切　　　 0 0 0 0 3 0 859 196 4 12 0 0 77 228 114 528 694 79 176 8 0 2 5 34 3,019

平井水上Ｓ　　 0 0 0 8 3 227 0 21 16 6 2 146 5 170 128 91 73 9 22 18 0 0 0 4 94

小松川　　 0 0 2 0 0 55 28 0 2 5 1 12 1 5 6 22 17 12 16 0 0 0 14 4 20

神谷　　　 0 0 56 42 0 0 2 2 0 320 5 62 5 17 30 38 106 22 38 1 0 0 0 5 75

荒川遊園　 0 1 4 184 0 20 4 3 245 0 0 76 15 10 28 130 163 15 38 1 0 0 0 8 945

東尾久　　 0 0 4 0 0 2 3 3 13 0 0 32 2 14 65 65 65 10 17 1 0 0 0 8 30

千住　　　 0 0 3 5 4 0 41 12 25 247 8 0 36 93 731 1,352 1,619 165 429 2 0 0 0 119 4,891

桜橋　　　 0 0 0 1 0 79 1 1 7 30 0 17 0 0 0 462 1,504 267 454 0 0 0 0 41 2,864

墨田区庁舎前　 0 0 0 0 0 0 12 2 1 1 0 137 0 0 0 1,518 780 69 232 0 0 1 0 30 2,783

吾妻橋　　 0 0 0 0 0 16 6 0 1 1 0 45 0 0 0 2,250 989 61 155 0 0 0 8 29 3,561

両国　　　 0 0 0 2 0 6 8 2 13 15 1 98 80 2,429 895 0 0 425 1,136 2 0 8 42 71 5,233

浜町　　　 0 0 0 2 0 109 1 1 1 2 0 177 196 292 209 0 0 0 5,025 1 0 0 0 607 6,623

新川　　　 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 8 26 0 183 0 0 1,858 0 0 0 0 0 2,07

日の出　　 0 0 2 0 0 0 0 1 3 4 0 46 33 41 279 900 2,746 2,090 0 3 0 2 0 358 6,508

番所橋　　 0 0 1 0 1 14 12 0 1 2 0 16 0 4 7 42 88 67 47 0 0 5 23 6 33

スポーツ会館前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 43 12 26 26 0 0 133 44 29

扇橋閘門　 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 2 7 52 200 32 103 2 0 0 0 287 68

高橋　　　 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 4 3 5 19 152 0 52 187 1 0 0 0 234 65

越中島　　 0 0 0 1 0 5 1 5 3 3 1 16 7 99 82 688 6,214 0 2,962 0 0 31 51 0 10,169

合計 0 101 200 270 12 542 987 257 727 809 29 954 476 3,444 2,613 8,539 15,375 3,393 13,034 66 0 49 276 1,894 54,047

9

9

8

9

9

2

1

4

6

6

1

7

9

 

そのうち水上輸送システム利用者は約 14,600 人

と推計される。この利用者数は、１日に発生する

量ではなく、被災後１週間程度の間に発生する避

難流動の総量となる。したがって、徐々に回復す

る日常流動に比べて１桁少ない人数である。 

 
５．まとめ 

 阪神・淡路大震災の経験を基に、関東圏大震災

の場合の水上輸送システムの利用需要を推計し

た。通勤通学流動が最も多く、標準ケースとして

約 54 千人／日と推計された。この人数をＲＳ間の

ＯＤ表にまとめた。 

首都圏が被災した場合の交通流動の変化には不

確定な要素が多い。本調査の検討ケースは、様々

な状況が考えられる中での１ケースに過ぎないこ

とに留意して用いられるべきものである。 
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